
平成 15年 10月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 12月 18日

上   場   会   社   名       アヲハタ株式会社 上場取引所 東

コード番号       2830 本社所在都道府県

（ ＵＲＬ　http://www.aohata.co.jp ） 広島県

代       表      者    役職名    代表取締役社長　　      氏名   多智花　宏治

問合せ先責任者    役職名 　常務取締役管理本部長   氏名   若井　雄次          TEL(0846)26-0111
決算取締役会開催日　平成 15年 12月 18日                   中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　平成 16年  1月 29日                   単元株制度採用の有無   有  （１単元 100株）

１. 15年 10月期の業績（平成 14年 11月 1日 ～ 平成 15年 10月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 10月期 17,191 △ 7.8 648 8.7 694 9.2

14年 10月期 18,642 5.4 596 3.8 636 2.9

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年 10月期 357 11.5 49.36 - 7.7 7.7 4.0

14年 10月期 320 9.7 46.46 - 7.3 7.7 3.4

(注)①期中平均株式数 15年 10月期    6,892,823 株          14年 10月期    6,898,616 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年 10月期 14.00 6.00 8.00 96 27.0 2.0

14年 10月期 12.00 6.00 6.00 82 25.8 1.8

（注）15年 10月期期末配当金の内訳　　　記念配当　2 円 00 銭 、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 10月期 9,771 4,762 48.7 688.61

14年 10月期 8,311 4,511 54.3 654.21

（注）①期末発行済株式数　15年 10月期    6,891,444　株　　　14年 10月期    6,896,439  株

 　     ②期末自己株式数      15年 10月期          8,556　株　　　14年 10月期         3,561  株

２. 16年 10月期の業績予想（平成 15年 11月 1日  ～  平成 16年 10月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中 間 期 8,800 420 200 6.00

通　　期 17,800 760 380 6.00 12.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　　　 52円69銭

※業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
   実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と大きく異なる結果となる可能性があります。

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益
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(1) 比較貸借対照表 

（単位：千円） 

前    期 

（平成14年10月31日現在） 

当    期 

（平成15年10月31日現在） 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

関係会社短期貸付金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

125,066 

11,960 

3,256,984 

693,418 

963 

17,130 

8,580 

5,978 

61,083 

95,000 

72,148 

△ 17,100 

  

114,515 

35,957 

2,936,898 

824,484 

1,086 

15,267 

6,993 

5,870 

94,036 

1,686,681 

99,842 

△ 23,700 

  

 △   10,551 

  23,997 

△  320,085 

 131,066 

    122 

  △    1,863 

  △    1,586     

△      107 

   32,952 

1,591,681 

   27,694 

  △    6,600 

流 動 資 産 合 計 4,331,215 52.1 5,797,933 59.3 1,466,718 

Ⅱ 固 定 資 産              

(1) 有 形 固 定 資 産         

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具器具及び備品 

土 地 

 

1,178,652 

128,611 

297,230 

190 

63,887 

1,150,586 

 

 

 

 

 

 

1,139,889 

118,745 

285,312 

114 

59,020 

1,183,824 

 

 

 

 

 

 

△   38,762 

△   9,866 

△   11,917 

△     75 

△    4,867 

33,238 

有形固定資産合計 

(2) 無 形 固 定 資 産         

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

2,819,159 

 

16,268 

5,168 

7,079 

34.0 2,786,907 

 

4,561 

9,029 

6,945 

28.6 △   32,251 

 

△   11,707 

   3,861 

△      133 

無形固定資産合計 28,515 0.3 20,536 0.2 △    7,978 

(3) 投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関係会社長期貸付金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

会 員 権 

貸 倒 引 当 金 

 

92,145 

457,039 

77,028 

90,000 

3,567 

307,094 

87,977 

34,500 

△  17,150 

  

94,276 

445,578 

77,028 

118,062 

4,031 

321,573 

88,943 

34,500 

△  17,790 

  

   2,130 

△   11,460 

   － 

 28,062 

    463 

14,479 

   966 

－ 

△      640 

投資その他の資産合計 1,132,202 13.6 1,166,202 11.9   34,000 

固 定 資 産 合 計 3,979,877 47.9 3,973,647 40.7 △    6,229 

資 産 合 計 8,311,092 100.0 9,771,581 100.0 1,460,488 
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（単位：千円） 

前    期 

（平成14年10月31日現在） 

当    期 

（平成15年10月31日現在） 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 負 債         

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

関係会社短期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

 

2,376,455 

134,000 

－ 

312,089 

82,780 

4,609 

7,760 

6,892 

137,000 

  

2,520,394 

850,000 

135,795 

261,706 

204,962 

33,360 

22,672 

7,105 

142,200 

  

  143,939 

716,000 

135,795 

△   50,382 

    122,181 

   28,750 

14,911 

    212 

   5,200 

流 動 負 債 合 計 3,061,588 36.8 4,178,197 42.8    1,116,608 

Ⅱ 固 定 負 債              

関係会社長期借入金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退任慰労引当金 

－ 

510,591 

227,180 

 40,000 

504,136 

286,762 

 40,000 

△    6,454 

   59,581 

固 定 負 債 合 計 737,771 8.9 830,898 8.5    93,127 

負 債 合 計 3,799,360 45.7 5,009,096 51.3    1,209,736 

（ 資 本 の 部 ） 

Ⅰ 資 本 金         

Ⅱ 資 本 準 備 金         

Ⅲ 利 益 準 備 金         

Ⅳ その他の剰余金         

任 意 積 立 金 

特別償却準備金 

退 職 金 積 立 金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

 

644,400 

714,563 

127,890 

 

2,616,005 

6,005 

180,000 

2,430,000 

361,644 

 

7.8 

8.6 

1.5 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

△  644,400 

△  714,563 

△  127,890 

 

△2,616,005 

△    6,005 

 △  180,000 

△2,430,000 

 △  361,644 

その他の剰余金合計 2,977,650 35.8 － － △2,977,650 

Ⅴ  その他有価証券評価差額金 50,055 0.6 － － △   50,055 

Ⅵ  自   己   株   式 △   2,826 △  0.0 － －    2,826 

資 本 合 計 4,511,732 54.3 － － △4,511,732 

Ⅰ 資 本 金         － － 644,400 6.6 644,400 

Ⅱ 資 本 剰 余 金      

資 本 準 備 金 －  714,563  714,563 

  資 本 剰 余 金 合 計 － － 714,563 7.3 714,563 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 

   利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

特別償却準備金 

退 職 金 積 立 金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

127,890 

2,833,906 

3,906 

180,000 

2,650,000 

402,569 

  

127,890 

2,833,906 

3,906 

180,000 

2,650,000 

402,569 

 利 益 剰 余 金 合 計 － － 3,364,366 34.4 3,364,366 

Ⅴ  その他有価証券評価差額金 － － 46,068 0.5   46,068 

Ⅵ  自   己   株   式 － － △   6,912 △  0.1 △    6,912 

資 本 合 計 － － 4,762,485 48.7 4,762,485 

負 債 資 本 合 計 8,311,092 100.0 9,771,581 100.0 1,460,488 
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(2) 比較損益計算書 

（単位：千円） 

前    期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

当    期 
自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日 

増  減 

（△は減） 

期 別 

 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  

Ⅰ 売 上 高         

Ⅱ 売 上 原 価         

18,642,903 

16,304,549 

100.0 

87.5 

17,191,012 

14,461,654 

100.0 

84.1 

△1,451,890 

 △1,842,895 

売 上 総 利 益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

2,338,354 

1,741,793 

12.5 

9.3 

2,729,358 

2,080,910 

15.9 

12.1 

  391,004 

  339,117 

営 業 利 益 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

仕 入 割 引 

賃 貸 料 収 入 

そ の 他 の 収 益 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

支 払 利 息 

賃 貸 物 件 諸 費 用 

棚 卸 資 産 処 分 損 

そ の 他 の 費 用 

596,561 

208,114 

4,373 

29,347 

2,902 

169,146 

2,345 

168,594 

4,443 

131,513 

26,622 

6,014 

3.2 

1.1 

 

 

 

 

 

0.9 

648,448 

179,645 

17,336 

27,364 

881 

131,885 

2,177 

133,745 

7,244 

96,455 

23,727 

6,318 

3.8 

1.0 

 

 

 

 

 

0.8 

  51,887 

△   28,468 

  12,963 

△    1,982 

△   2,020 

  △   37,260 

△     168 

  △   34,848 

  2,800 

△   35,058  

△    2,895 

  303 

経 常 利 益 636,080 3.4 694,348 4.0   58,267 

Ⅵ 特 別 利 益         

貸倒引当金戻入益 

Ⅶ 特 別 損 失         

固 定 資 産 除 却 損 

投資有価証券売却損 

投資有価証券評価損 

ゴルフ会員権評価損 

貸倒引当金繰入額 

役 員 退 任 慰 労 金 

役員退任慰労引当金繰入額 

借 地 権 返 還 損 

その他の特別損失 

1,854 

1,854 

85,594 

－ 

－ 

930 

1,904 

14,000 

30,201 

38,557 

－ 

－ 

0.0 

 

0.4 

－ 

－ 

61,616 

4,491 

24 

190 

－ 

500 

－ 

38,557 

12,095 

5,757 

－ 

 

0.3 

 △    1,854 

△   1,854 

△   23,977 

   4,491 

24 

 △      739 

△    1,904 

△   13,500 

△   30,201 

－ 

12,095 

 5,757 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

552,341 

219,068 

  12,782 

3.0 

1.2 

 0.1 

632,731 

318,330 

  △  42,855 

3.7 

1.8 

 △ 0.2 

 80,390 

    99,262 

△   55,638 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

320,490 

82,544 

41,390 

1.7 357,257 

86,664 

41,352 

2.1  36,766 

4,120 

 △       38 

当 期 未 処 分 利 益 361,644  402,569   40,925 
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(3) 比較利益処分案 

（単位：千円） 

前    期 
自 平成13年11月１日 
至 平成14年10月31日 

当    期 
自 平成14年11月１日 
至 平成15年10月31日 

期 別 

 

科 目 金 額 金 額 

Ⅰ 当期未処分利益         

Ⅱ 任意積立金取崩高 

特別償却準備金取崩高 

 

 

 

 

2,098 

361,644 

 

2,098 

 

 

 

 

593 

402,569 

 

593 

合 計 

Ⅲ 利 益 処 分 額         

配 当 金 

役 員 賞 与 金 

(うち監査役賞与金) 

任 意 積 立 金 

特 別 償 却 準 備 金 

別 途 積 立 金 

 

 

 

 

 

 

－ 

220,000 

 

 

41,378 

15,700 

(2,400) 

 

 

220,000 

363,743 

 

 

 

 

 

 

277,078 

 

 

 

 

 

 

1,699 

230,000 

 

 

55,131 

17,000 

(2,700) 

 

 

231,699 

403,162 

 

 

 

 

 

 

303,831 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益           86,664   99,331 
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重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

製品、原材料および仕掛品は移動平均法による原価法によっております。 

貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以後に取得したものについては、定額法によっており

ます。 

上記以外の有形固定資産については、定率法によっております。 

耐用年数および残存価額については、法人税法の定めと同一の基準によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物      ３年～47年 

機械及び装置  ２年～17年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額法によってお

ります。 

(3) 長期前払費用 

定額法によっております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過年度の貸倒実績率を基礎とした貸倒見込率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、支給対象期間基準を基礎に将来の支給見込額を加味して計上して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

各事業年度の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、それぞれの発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。 

(4) 役員退任慰労引当金 

将来の役員退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

なお、過年度に対応する過去勤務費用相当額は、５年間で毎期その均等額を特別損失に計上することとしてお

ります。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

(3) １株当たり情報 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。なお、これ

による影響は軽微であります。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

 前 期  当 期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 2,738,942千円  2,901,632千円 

２．担保に供している資産 

 担保資産 建 物      

 土 地      

 

350,163千円 

22,567千円 

  

369,664千円 

22,567千円 

 計 

 担保付債務 関係会社借入金 

372,731千円 

23,950千円 

 392,231千円 

3,670千円 

３．保証債務 44,400千円  38,694千円 

４．自己株式 株 式 数      3,561株  8,556株 

 

 

（損益計算書関係） 

 前 期  当 期 

１．特別損失の内訳    

 固定資産除却損 建 物         －千円  4,491千円 

２．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 197,280千円  237,506千円 
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（リース取引関係） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  前 期  当 期 

  
取 得 価 額 

相 当 額 

減価償却累計額  

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減価償却累計額  

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 
  千円 千円 千円  千円 千円 千円 

機 械 及 び 装 置  2,092,253 1,016,623 1,075,629  1,718,226 947,442 770,784 

車 両 運 搬 具  3,140 2,773 366  － － － 

工具器具及び備品  63,928 25,237 38,690  79,368 26,791 52,576 

合 計  2,159,322 1,044,635 1,114,686  1,797,594 974,233 823,361 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 前 期  当 期 

１ 年 内 389,571千円  318,417千円 
１ 年 超 744,806千円  520,883千円 

合 計 1,134,377千円  839,301千円 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 前 期  当 期 

支 払 リ ー ス 料 457,871千円  420,069千円 
減 価 償 却 費 相 当 額 426,275千円  395,444千円 

支 払 利 息 相 当 額 26,441千円  20,196千円 
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。 

 

 

 

（有価証券関係） 

当連結会計年度（自平成14年11月１日  至平成15年10月31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあ

るものは所有しておりません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

 前   期 

（平成14年10月31日現在）

 当   期 

（平成15年10月31日現在）

① 流動の部 

（繰延税金資産） 

   

未 払 事 業 税 

賞与引当金損金算入限度超過額 

そ の 他 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

8,824千円 

36,661 

15,598 

61,083 

 18,096千円 

49,750 

26,189 

94,036 

② 固定の部 

（繰延税金資産） 

   

退職給付引当金損金算入限度超過額 

役員退任慰労引当金損金不算入額 

そ の 他 

繰 延 税 金 資 産 合 計 

207,904 

94,734 

43,053 

345,691 

 200,291 

115,851 

40,088 

356,232 

（繰延税金負債）    

特 別 償 却 準 備 金 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 税 金 負 債 合 計 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 

△  2,794 

△ 35,803 

△ 38,597 

307,094 

 △  3,431 

△ 31,227 

△ 34,659 

321,573 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

 前   期 

（平成14年10月31日現在）

 当   期 

（平成15年10月31日現在）

  

重要な差異がないため、記

載は省略しております。 

  

重要な差異がないため、記

載は省略しております。 

 

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことにともない、当

事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただし、平成16年11月１日以降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率を、前事業年度の41.7％から40.4％に変更いたしました。その結果、繰延税金資

産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が10,347千円減少し、その他有価証券評価差額金が1,004千円

増加しております。また、当事業年度に計上された法人税等調整額が11,352千円増加しております。 
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役 員 の 異 動        （平成16年１月29日付） 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

(1) 退任予定取締役 

取 締 役 相 談 役 廿 日 出 多 真 夫  

 

(2) 昇格予定取締役 

専 務 取 締 役 

生 産 担 当 
福 山 二 郎 （現 常務取締役 生産担当） 

 

(3) 新任監査役候補 

常 勤 監 査 役 斉 田 育 秀 （現 株式会社中島董商店 商品開発部長） 

監 査 役 畑 中 凱 夫 （現 キユーピー株式会社 常務取締役営業担当） 

※斉田育秀氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社

外監査役の候補者であります。 

 

(4) 退任予定監査役 

常 勤 監 査 役 佐 藤 信 義  

監 査 役 小 田 忠 義  

 

以 上 


